
Ⅰ　施策の実施状況

１　施策全体の事業費

２　成果指標の達成状況

３　施策の進捗状況
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成果指標による
現状分析

評価の理由

△ やや遅れている

前年度より目標とする各事業の成果指標の達成状況に遅れがあるが、遅れの要因が一時的と考えられることから、このままの取組みを継続
する。

畜産臭気基準についての成果指標については、前年度の指標は中間目標に近づいていたが、畜産事業を取り巻く状況（豚熱、新型コロナ感
染症等による流通等の規制）の変化で、飼養家畜頭羽数又は堆肥等が増加したことなどにより、畜産臭気基準を超過した事業場の割合が増
加した。
家庭から排出されるごみの量については、コロナ感染症により各家庭で在宅時間の増加が影響してか、ごみの排出量の増加がみられた。
空き家総数については、令和2年に市内全域を対象に空き家調査を行った結果、空き家数が明らかになった。その結果を踏まえて対策や目
標の再設定が必要であると考えている。
下水道接続率（設置マスへの接続数/設置マス数）については、住宅新築の場合は下水道へ接続されることから、毎年接続率は上がってくると考え
られる。

達成度

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

13 13 11 10うち、事務事業評価対象

単位

管理不全空き家数 軒 346 344 333 330 414

76.7 74.1

令和8年度
最終目標

畜産臭気基準を超過した事業場の割合 ％ 40 33 26 21 71 20 0

令和3年度
中間目標

75.7下水道接続率 ％ 72.4 74.2 74.8 75.9

指標 基準値 平成29年度

生活環境

10年後のまちの姿
○環境への負荷の少ない生活や環境影響に十分配慮された企業活動が地域内に浸透しています。
○ゼロエミッションを目指した資源循環型社会が実現しています。

施策展開の
基本的な考え方

　行政は、生活環境の常時監視を行い良好な生活環境維持に努め、併せて必要な開発活動を行います。
　市民等は、生活環境に対する意識を高め、ルールやマナーを守った生活、事業活動に努めます。

令和3年度平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事務事業数 15 14 12 12

事業費（千円） 1,262,364 1,393,597 1,193,198 940,439

施策番号 18

施策評価シート（評価対象年度：令和２年度）

基本政策 4 生活基盤

一人当たりごみ排出量（一般家庭） g/人・日 692 673 662 664 696 680 666

実現に向けた取組

①快適な生活環境の保全
②廃棄物の減量化、資源化の推進
③きれいで安全な水環境の再生
④環境美化活動の推進

施策担当課・係 市民生活課 生活環境係

施策関係課・係 上下水道課 下水道係

施策名 18



４　取組の状況と今後の方向性

これまでの主な取組と実績

主な課題と今後の対応

② 廃棄物の減量化、資源化の推進

① 快適な生活環境の保全

施策の内容

・畜産臭気対策である臭気チェックモニターを6名とし、生活環境に与える影響の監視強化を図った。
・畜産事業場の臭気測定を実施し、基準超過事業場に対しては、対策計画を報告させた後及び改善対策後の臭気低減を確認した。
・畜産事業場の周辺地区住民で構成する環境衛生団体に対して、市の畜産事業者に対する悪臭対策を説明し、行政と地域で連携により臭気対策を図った。
・市の環境パトロール項目に畜産臭気パトロールを追加し監視強化を図った。
・乙地区の事業場においては、堆肥化処理の手法の改善がなされるとともに、大規模な施設が施工されている。
・築地地区の事業場においては、家畜排せつ物処理の高度化等が図られた施設が施工されている。

主な課題と今後の対応

・畜産臭気状況については、夕方の臭気測定を実施した結果、規制基準値を超過した畜産事業所が多くあったことから、引き続き畜産事業所と改善対策を協議する
必要がある。
・行政と地域で連携を密にし、監視を強化する。
・畜産事業所で臭気対策が不十分な場合には、指導、命令、勧告等により対応を強化する。

施策の内容

これまでの主な取組と実績

・リサイクル促進のために、拠点回収をする品目を追加した。（H29.10より蛍光管、R2.10よりインクジェットプリンターのトナー回収を始めている。）
・家庭ごみの排出方法の周知のため、家庭ごみ収集カレンダーを作成をし配布を行ってきた。また、ホームページやＳＮＳでもごみの分別や排出の方法について周
知等を行っている。
・厨芥類のごみを減少するため食品ロス削減の周知及び啓発をしてきた。巣ごもり需要等で家庭ごみが増えたことによる影響で、生ごみ処理機等を設置する家庭が
増加している。

・家庭ごみの排出方法、リサイクル促進のためのごみの分別を周知する家庭ごみ収集カレンダーについて、もっとわかりやすくコンパクトにする要望があるため検
討していく。
・プラスチックごみへの対応を検討し、排出の削減、リサイクルの推進を図っていく。
・再使用、再生利用を促す５Ｒについて取組みを検討し、循環型地域社会の形成を図っていく。



５　施策の今後の方針

④ 環境美化活動の推進

③ きれいで安全な水環境の再生

施策の内容

・し尿等下水道投入施設の維持管理を適切に行い、施設の安定稼働を推進していきます。

これまでの主な取組と実績

施策方針 ○ 維持

施策方針に関する
説明

　空き家等の対策として「空き家対策計画」に基づき、空き家の現状把握を行い、データーベース化により空き家の予防及び抑止につなげ
ていく。また、予防対策の相談体制窓口の充実、空き家等対策関係者との連携及び空き家等の所有者へ適正管理の周知等の取組等を行うと
ともに、空き家等の活用や危険空き家の措置を行う。
　事業所に対し臭気対策を強く促すためには、客観的な数値や証明・証拠が必要であるため、年1回から複数回、時間帯を考慮しながら実
施する臭気測定と、臭気チェックモニター結果等から総合的な判断のもと、臭気対策がきわめて不十分な事業所には、抜本的な臭気対策を
講じるよう強く指導、勧告、命令を実施していく。
　下水道では、施設の維持管理費の削減を図るため、近隣市村と施設の広域化や共同化を検討するほか、市内施設同士の統合も検討する。

これまでの主な取組と実績

・海岸・河川の環境パトロールを胎内市住みよい郷土づくり協議会と実施し、関係管理部署に環境改善の要望や意見交換を行った。感染症対策により大規模な美化
活動は自粛されたが、小規模団体での不法投棄回収や海岸漂着物回収のクリーン作戦は実施され海岸・河川の環境美化が図られた。
・空き家対策協議会において「空き家対策計画」の総合的な方向と対策を確認し、各地区区長等の協力のもと市内全域を対象に空き家の実態調査を実施した。

主な課題と今後の対応

・毎年実施しているクリーン作戦等により、市民の環境美化への意識が高まってきたと感じられる。不法投棄物の発見数及び量から減少傾向にあると推察される
が、未だ後を絶たない。警察等の関係機関や市民団体等と連携をとり監視強化を図ることが重要である。
・少子高齢化が進む中、空き家問題が生活環境に悪影響を及ぼすことが予想され、その対策の拡充が必要不可欠である。的確な現状を把握し予防と適正な管理の推
進を行い、空き家となっている居住家屋に対し、利活用の推進を促していく。また、老朽化した危険家屋に対しては、所有者に危険を解消するよう強く促していく
必要がある。

・地区で構成する環境衛生団体から情報提供を受け、畜産事業所等の排水を確認し、指導・助言等の対応を実施した。
・市報「たいない」へ下水道に関する情報を掲載し、下水道の必要性について啓発を行い接続率の向上を図った。また、公共下水道事業については、新発田市との
汚泥処理の共同化やし尿投入施設の維持管理を併せた包括的民間委託を導入している。

主な課題と今後の対応

・下水道施設の老朽化が進んでおり、修繕・更新の費用が多額になってきている。今後は補助金を効率よく活用し、修繕・更新を行う。
・更なる経費削減を図るため、国から示されている方向性のもと更なる効率化を目指し、隣接市村との施設の広域化及び処理区域の広域化について検討する。
・し尿等下水道投入施設が稼働したことから、稼働状況から効率的かつ効果的な維持管理となっているかを検証することにより、安定的な稼働を目指していく。

施策の内容

板の設置を推進します。



Ⅱ　施策を構成する事業等

420110 公害対策事業 4,378 4,378 5,045 5,045 △ ○ ① 市民生活課

420211 ごみ処理事業 138,183 87,587 143,006 90,996 △ ○ ② 市民生活課

420212 ごみの減量対策事業 37,142 35,134 39,551 37,551 △ ○ ② 市民生活課

420311 し尿処理事業 75,005 60,833 90,356 77,570 ◎ ○ ③ ○ 市民生活課

420320
公共下水道施設維持管理事業〔公共下水道事業会
計〕

248,780 182,380 293,176 211,576 ◎ ○ ③ ○ 上下水道課

420331 維持管理事業〔農業集落排水事業会計〕 249,079 101,779 220,382 117,982 ◎ ○ ③ ○ 上下水道課

420410 環境整備事業（不法投棄防止対策） 14,726 10,592 13,470 8,479 ○ △ ③ 市民生活課

420410 環境整備事業（省エネルギー対策） 2,897 0 0 0 ◎ ○ ② ○ 市民生活課

420411 一般経費環境衛生（市営船戸霊園） 2,222 1,176 3,077 1,995 ○ ○ ③ 市民生活課

420411 一般経費環境衛生（狂犬病予防） 218 0 0 0 ○ ○ ③ 市民生活課

今後の
方向性

主な事業 担当課うち
一般財源

うち
一般財源

施策目標
に対する

貢献

事業
コード

事務事業名
R2

事業費
R3

当初予算額
達成度



大 42 款 04

中 01 項 01

小 10 目 05

　 ○
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７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

③ ③
今後の方向性

　公害防止対策として実施している騒音、事業所排水における環境基準は正常
である。地下水、中小河川の水質検査において基準値を満たしていないが、中
小河川の水質検査については、雨天や増水が影響するため、引続き監視を実施
する。
　事業所に対し臭気対策を強く促すためには、客観的な数値や証明・証拠が必
要であるため、引続き、臭気チェックモニターによる監視と臭気測定を昼間に
1回、夜間に1回と実施していく。
　その結果や総合的な判断により、臭気対策がきわめて不十分な事業所には、
抜本的な臭気対策として強く指導等を実施していく。

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ △ △ △
達成度

評価の理由

畜産臭気測定において、事業場に対し時間を分けて複数回の測定を
実施した結果、環境基準値を超過した事業場が多くあったため目標
の達成には至らなかった。また、中小河川水質検査では、年間を通
し基準値を超過した河川があり目標を下回った。

事業の課題
・公害対策事業は、長期間の測定結果により対策の必要性や課題等を見極めて
いかなければならないと考える。畜産悪臭に対する対応は、毎年の臭気測定と
その結果の通知及び基準値超過事業所への改善計画とその実施成果の確認を
行ってきた。累積された測定結果を分析及び適切に事業所へ指導できる体制や
必要な人材育成が課題である。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

臭気測定業務委託　　　　　　　　　1,419千円
水質検査手数料　　　　　　　　　　1,321千円
畜産臭気モニタ謝礼　　　　　　　　1,080千円
自動車騒音常時監視委託・機器賃借料　520千円

二次評価委員会所見

課題解決に向けた今後の取組

目標 28回 26回 28回 28回 28回

実績

名称
年間検査実
施回数

年間検査実
施回数

年間検査実
施回数

年間検査実
施回数

28回

② ①

指標値の状況

改革の実施状況（平成29年度～）

・畜産臭気の状況について、夕方に強い畜産の悪臭があると地区住民より情報
があったことから、畜産臭気測定の時間帯を追加し実施した。
・各時間帯のいずれかが、環境基準値を超過した事業所へは、改善計画を求め
るとともに、確実な臭気対策を事業所に促し、改善されない場合には不履行と
みなし、指導、勧告等の厳しい措置を視野に入れ対応した。
・乙地区の事業場においては、堆肥化処理の手法の改善がなされるとともに、
大規模な施設が施工されている。
・築地地区の事業場においては、家畜排せつ物処理の高度化等が図られた施設
が施工されている。

令和2年度 令和3年度平成29年度 平成30年度

4,583 5,374 4,496 4,378

平成29年度 平成30年度 令和元年度

243'千円(1事業所当たり)'

令和元年度

0 0 0

4,583

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋委託

休廃止

目標比

76%実績 81%

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

29回 31回 29回

産
出
指
標

年間検査実
施回数

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

108.0% 88.2%

成
果
指
標

名称
環境基準達
成割合

環境基準達
成割合

環境基準達
成割合

環境基準達
成割合

環境基準達
成割合

目標 75%

95.0% 85.0%

68%

85% 80% 80% 80%

75%

令和2年度 令和3年度

総事業費＋人件費

正(h) 90 90 90 90

0

0

人件費（千円）

4,496 4,378

5,045

0 0 0

0

主な
実施内容

・観測井戸（砒素）の水質検査（6回）
・船戸周辺地下水調査（2回）
・事業所（ゴルフ場含）排水水質検査（6回）
・中小河川水質検査（12回）
・畜産臭気測定（午前実施1回、夕刻実施１回）
・高速道路・一般道の騒音測定（2回）
・特定地区3年毎の地下水調査（1回）

令和2年度 令和3年度

0 0

0

0

事業コード 420110

事務事業名 公害対策事業
担当課 市民生活課

衛生費

施　策 18 生活環境
快適な生活環境の保全 保健衛生費

公害対策事業 環境衛生費

基本政策 4 生活基盤
事業

コード

生活環境
予算
科目

担当係 生活環境係 担当者

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

0 0 0

5,374 4,496 4,378 5,045

4,583 5,374

地下水・事業所排水・中小河川の水質検査により水環境を監視、畜
産事業所への悪臭防止策の指導助言、高速道路や一般道の騒音状況
の把握、関連機関への要望等を通じ生活環境の保全を図る。

事業所に係る監視コスト
　総事業費　／　監視対象事業所（※畜産事業所・大規模工
場・水質検査ゴルフ場）

会計年度
任用(h)

0 0 0

0 0 0 0

事業年度 令和２年度 会計区分 一般会計

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

環境基本法、水質汚濁防止法、悪臭防止法、騒音防止法、振動防止法

法令による義務付け 義務 関連条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和3年度平成30年度 令和元年度 令和2年度

達成度

平成29年度

事務区分

事業の
目的・概要



大 42 款 04

中 02 項 02

小 11 目 02

○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

財源「その他」 内訳 ごみ処理手数料　50,298千円  海岸漂着物対策補助金 298千円

事業費の
主な支出内容

可燃ごみ等収集業務委託　114,652千円
指定ごみ袋製造委託  　   14,317千円　ほか

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ◎ ◎ △
達成度

評価の理由

感染症対策により巣ごもり需要、片付けや断捨離による影響で、ご
みの排出量が増加したとが理由と考える。

事業の課題
災害廃棄物処理計画を早期に作成することが課題である。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

二次評価委員会所見

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0 0 0 0 350

134,142 135,041 144,967 138,183 143,006

50,562 50,110 52,916 50,596 51,660

0

自治事務 根拠法令

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例

平成30年度

今後の方向性

改革の実施状況（平成29年度～）

ごみの減量化・再資源化の推進のために、ごみ収集カレンダー変更によりごみ
の分別区分と排出方法がより分かりやすく、かつ見やすくする工夫をした。こ
のことにより、ごみの排出による問い合わせ件数が減少し、ごみの分別化の徹
底が図られた。

平成29年度 平成30年度 令和元年度

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

胎内市廃棄物の処理及び清掃に関する条例 関連計画

実施方法 市が直接実施＋委託

250

総事業費（千円）

0 0

事業コード 420211

事務事業名 ごみ処理事業
担当課 市民生活課

施　策 18 生活環境
廃棄物の減量化、資源化の推進

ごみ処理事業

基本政策 4 生活基盤

事業年度 令和２年度

事業
コード

生活環境
予算
科目

担当係 生活環境係 担当者

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

衛生費

清掃費

塵芥処理費

会計区分 一般会計

第2次一般廃棄物処理計画、胎内市環境基本計画

事業の取組状況

・ごみの収集運搬業務委託（可燃、不燃、粗大、生ごみ）
・ごみ袋、粗大ごみシール作成
・ごみステーション設置、移動受付
・一般廃棄物処理許可等の管理（17件）
・ごみ収集カレンダー作成

達成度

事業の
目的・概要

ごみ処理を定期性に処理し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を
図るため、一般廃棄（ごみ）物処理計画に基づく対策を行う。

平成29年度

事務区分
法定受託事務

0 0

0 380 474

83,580 84,931 92,051 87,587 90,996

人件費（千円） 376

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

204 0 200

令和2年度 令和3年度

134,518 135,041 145,347 138,657

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

② ②② ②

・家庭系ごみの処理量については、令和2年度を除き年々減少していたが、更
なるごみの減量化や再資源化を図る必要があり、ごみの分別品目を増やすなど
検討していく。
・事業系ごみの処理量については、増加傾向にあるため、適正な分別及び排出
を促していく必要がある。

666g/人･日

年間ごみ総
排出量

目標 7,535t 7,442t 7,376t 7,273t 7,195t

実績

名称
年間ごみ総
排出量

年間ごみ総
排出量

年間ごみ総
排出量

年間ごみ総
排出量

7,269t 7,016t 6,992t 7,278t

- -

成
果
指
標

名称
1人1日当た
りのごみ量

1人1日当た
りのごみ量

1人1日当た
りのごみ量

1人1日当た
りのごみ量

1人1日当た
りのごみ量

目標 692g/人･日

- -

701g/人･日

689g/人･日 686g/人･日 683g/人･日 680g/人･日

目標比

実績 673g/人･日 659g/人･日

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大



大 42 款 04

中 02 項 02

小 12 目 02

○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

胎内市分別収集計画、胎内市環境基本計画

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

胎内市廃棄物の処理及び清掃に関する条例 関連計画

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

年間ごみの
資源化量

年間ごみの
資源化量

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

○ ○ △ △
達成度

評価の理由

ごみの総排出量に対して、資源化が可能な紙類がペーパーレス化の
浸透により収集量が減少していることに加え、大型スーパーなどで
も資源物の回収が広まっていることもあり収集量が減少しているた
め目標値に対して低く推移している。

事業の課題
事業系一般廃棄物の排出量が増加傾向であり、事業者に対してごみの減量及び
資源化を推進していくことが必要である。

平成29年度 平成30年度

1,639t

実績

名称
年間ごみの
資源化量

年間ごみの
資源化量

財源「その他」 内訳 資源物売却代　2,008千円

事業費の
主な支出内容

分別収集委託　32,883千円

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

36,337 37,142 39,551

0

35,829 36,897

産
出
指
標

③ ②

総事業費＋人件費

正(h)

平成29年度 平成30年度 令和元年度

0 100

目標 1,655t 1,650t 1,650t 1,642t

平成30年度 令和元年度

改革の実施状況（平成29年度～）

　プラスチックごみの海洋流出等が問題視されていることもあり再資源化に向
けて回収方法やリサイクル業者等を検討している。品目の細分化による収集コ
ストや処理コストのバランスを取りながら資源化できるごみは資源化する方向
で、検討する。
　プラスチック以外の資源ごみの拠点回収を実施している小型家電や蛍光管等
については、多くの回収量があり継続して行っていく。

10,068 4,113

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

市が直接実施＋委託＋補助・負担

・生ごみ処理機器購入補助金の交付（20件）
・廃品回収奨励金の交付（20件）
・資源ごみ収集運搬

総事業費（千円）

0 0 0 0

主な
実施内容

4,803 2,008 2,000

0 0 0 0 0

事業コード 420212

事務事業名 ごみの減量対策事業
担当課

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業年度

実施方法

事業の取組状況

事業の
目的・概要

廃棄物の再生利用を促進及びごみの発生抑制のため、分別収集計画
に基づく対策を行う。

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例

市民生活課

衛生費

施　策 18 生活環境
廃棄物の減量化、資源化の推進 清掃費

ごみの減量対策事業 塵芥処理費

基本政策 4 生活基盤
事業

コード

生活環境
予算
科目

担当係 生活環境係 担当者

一般会計令和２年度 会計区分

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

35,969 36,897 36,527 37,332

会計年度
任用(h)

0 0

22.6% 22.8%

18.2%

1,409t 1,274t 1,148t 1,043t

32,784 31,534 35,134 37,551

100

0 0

76

140 0 190 190

25,761

年間ごみの
資源化量

目標比

16.4%実績 19.4%
休廃止

88.1% 81.8%

成
果
指
標

名称 資源化率 資源化率 資源化率 資源化率 資源化率

目標 22.0%

73.3% 63.4%

14.3%

22.2% 22.4%

達成度

平成29年度

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

② ②
今後の方向性

品目の細分化による収集コストや処理コストのバランスを取りながら資源化で
きるごみは資源化する方向で、検討する。
分別の徹底は、家庭だけでなく、事業所のごみも同様であることから周知を徹
底していく。

コスト投入の方向性

維持

縮小

二次評価委員会所見



大 42 款 04

中 03 項 02

小 11 目 03

○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

課題解決に向けた今後の取組

改革の実施状況（平成29年度～）

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ◎ ◎ ◎
達成度

評価の理由

公共下水道や農業集落排水への切り替えや、合併浄化槽を設置した
りする戸数が増加しているため、し尿処理量は減少傾向にあるが、
し尿汲取り戸数がなくなることはないので、今後も必要な事業であ
る。

事業の課題
　汲取式トイレの世帯は、生活雑排水を地下浸透や河川放流により処理してき
たが、それが水質汚濁の一つの原因となっていた。衛生的できれいな水環境を
確保していくには、汲取式トイレから下水道や浄化槽に切り替えしていくこと
が必要である。この切り替えをどう進めていくかが今後の課題である。

平成29年度 平成30年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0

12,786

事業の
目的・概要

事業費の
主な支出内容

し尿収集業務委託料　44,484千円、
施設維持管理業務委託料  12,897千円、
下水道共同処理負担金  14,212千円、通信運搬費等  438千円

835 1,519 1,516

0 0 0 0 0

49,323 47,415

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、し尿処理の収集運搬
と、し尿処理手数料を徴収する。
し尿等下水道投入施設でし尿、浄化槽汚泥の処理を行う。施設稼働
により、施設の運転維持管理を行う。

46,580 67,195 75,005

800

実施方法 市が直接実施＋委託

77,570

新たなし尿処理施設の建設と稼働のための準備（し尿等回収事業者への利用方
法の説明、運営維持管理業の選定等が計画通りに完了した。
稼働については、特段問題ない。運営や維持管理についても運転マニュアルに
沿って実施できている。

15,717 14,548

68,714 76,521

財源「その他」 内訳 し尿処理手数料　14,172千円

事業年度 令和２年度 会計区分 一般会計

胎内市清掃センター事業

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、浄化槽法

法令による義務付け 義務 関連条例 胎内市環境基本計画 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

48,495

平成29年度 平成30年度 令和元年度

主な
実施内容

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、一般廃棄物処理業
の資格を持った事業所と委託契約し、し尿の収集運搬を行い、受益
者からし尿処理手数料の徴収を行っている。

  し尿、浄化槽汚泥の処理。施設の運転管理。

  下水道へ放流するための共同処理負担金。

令和2年度 令和3年度平成29年度 平成30年度 令和元年度

令和元年度

800

828

17,225

人件費（千円）

4 生活基盤
事業

コード

生活環境
予算
科目

担当係 生活環境係 担当者

正(h) 450 450

事業コード 420311

事務事業名 し尿処理事業
担当課 市民生活課

90,356

事業の取組状況

14,172

達成度

平成29年度

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

衛生費

施　策 18 生活環境
きれいで安全な水環境の再生 清掃費

し尿処理事業 し尿処理費

基本政策

年間収集量

1,998kl 1,893kl 1,634kl 1,533kl

事務区分

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

0 0 0 0

31,270 30,863 52,647 60,833

総事業費＋人件費

し尿処理率 し尿処理率 し尿処理率

令和2年度 令和3年度

指標値の状況

成
果
指
標

名称 し尿処理率 し尿処理率

産
出
指
標

年間収集量

目標 4,526kl 4,000kl 1,960kl 1,843kl 1,665kl

実績

名称 年間収集量 年間収集量 年間収集量

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

目標比

100%実績 100%

100.0%

100%

100.0% 100.0% 0.0%

100%

100% 100% 100% 100%

100%

100.0%

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

二次評価委員会所見

  し尿等投入施設に維持については、継続的に経費が掛かるため、日常点検
や、定期点検などを確実に実施し、予防保全に努めることで急な修繕等による
経費の増大などが発生しないようにしなければならない。また中長期的な保全
計画を作成し、計画的に修繕を行えるようにすることが必要である。

令和元年度 令和2年度 令和3年度

③ ③
今後の方向性

令和2年度 令和3年度平成29年度 平成30年度

③ ③



大 42 款

中 03 項

小 20 目

　 ○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費

○ ６
※事
業費

○

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

事業年度 令和２年度 会計区分 公共下水道事業会計

胎内市公共下水道事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

下水道法　第4条第1項

法令による義務付け 義務 関連条例 胎内市下水道条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和3年度平成30年度 令和元年度 令和2年度

達成度

平成29年度

事務区分

事業の
目的・概要

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

0 0 0

381,026 267,433 248,780 293,176

321,295 381,026

中条浄化センター及び中継マンホールポンプ場の維持管理を行い、
生活環境の保全と公共用水域の水質保全を図る。

経常収支比率（経常収益÷経常費用×100）

会計年度
任用(h)

202 0 0

166,500 117,500 68,700 56,700

事業コード 420320

事務事業名 公共下水道施設維持管理事業〔公共下水道事業会計〕
担当課 上下水道課

施　策 18 生活環境
きれいで安全な水環境の再生

公共下水道施設維持管理事業

基本政策 4 生活基盤
事業

コード

生活環境
予算
科目

担当係 下水道係 担当者

主な
実施内容

・処理場の維持管理
・管渠の維持管理
・管渠工事
・施設の更新工事
・公共桝設置工事

令和2年度 令和3年度

64,934 98,300

61,100

211,576

総事業費＋人件費

正(h) 914 914 898 919 919

0

89,861

人件費（千円）

267,433 248,780

0

165,226 180,233 182,380

0 0

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

101.2% 101.8%

成
果
指
標

名称

接続率
（接続数/
接続可能数）
公共桝ﾍﾞｰｽ

接続率
（接続数/
接続可能数）
公共桝ﾍﾞｰｽ

接続率
（接続数/
接続可能数）
公共桝ﾍﾞｰｽ

接続率
（接続数/
接続可能数）
公共桝ﾍﾞｰｽ

接続率
（接続数/
接続可能数）
公共桝ﾍﾞｰｽ

目標 73.3%

96.9% 96.6%

77.9%

73.5% 79.5% 80.6% 81.7%

74.8%

令和2年度 令和3年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋委託＋補助・負担

休廃止

目標比

77.0%実績 74.2%

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

1,651千㎥／
年

1,644千㎥／
年

1,673千㎥／
年

産
出
指
標

有収水量

改革の実施状況（平成29年度～）

・処理場及び中継ポンプ場の維持管理は、民間業者が創意工夫やノウハウの活
用により効率的、効果的に運営を行う包括的民間委託を３年の長期契約により
行っている。
・脱水汚泥の運搬・処分については３年の長期継続契約を行っている。

令和2年度 令和3年度

123.92% 122.03% 122.63%

平成29年度 平成30年度

0 0 0 0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

125.79%

令和元年度

18,500 9,700 20,500

321,295

令和3年度

財源「その他」 内訳 下水道使用料ほか

事業費の
主な支出内容

施設維持管理委託料：143,805千円
動力費：31,510千円
工事費（処理場・管渠）：63,680千円

二次評価委員会所見

課題解決に向けた今後の取組

目標
1,626千㎥／

年
1,674千㎥／

年
1,675千㎥／

年
1,677千㎥／

年
1,679千㎥／

年

実績

名称 有収水量 有収水量 有収水量 有収水量

1,667千㎥／
年

③ ③

指標値の状況

③ ③
今後の方向性

・維持管理が主な事業となっているが、その中でも処理場の機械及び電気設備
の老朽化に伴う改築更新が必要で、多額の費用を要することから、効率よく修
繕、改築更新を行うため、ストックマネジメント計画に基づき、補助金の交付
を受けながら施設の改築更新を行う。
・施設の維持管理については、し尿投入施設も含め、昨年から３年間の包括的
維持管理を行っている。
・公共桝や蓋の老朽化も進んでおり、交換も必要な時期に来ている。
・現在、農業集落排水事業と汚泥処理の共同化、新発田市と汚泥の共同処理を
行っているが、国から示されている方向性のもと更なる効率化を目指し、隣接
市村との施設の広域化及び処理区域の広域化について検討する。
なお、本年度農業集落排水事業の乙処理区及び黒川処理区を公共下水道に接続
する検討を行うが、結果によっては令和４年度から施設の共同化及び処理区域
の広域化に向けて動いていく。

施設の共同化広域化、窓口業務等の包括的民間
委託の導入など、経費削減となる取組みについ
て検討する。

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ◎ ◎ ◎
達成度

評価の理由

目標値には届いていないが、過去の達成度を見ても伸び率は例年並
みであることから達成と判定した。

事業の課題
公共下水道事業と農業集落排水事業を併せた施設の包括的民間委託を考えてい
るが、農業集落排水事業の施設の維持管理が胎内市合理化事業計画の中で具体
的代替業務の提供と位置づけられており、それを外すことが必要である。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度



大 42 款

中 03 項

小 31 目

　 ○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費

○ ６
※事
業費

○

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

③ ③
今後の方向性

・施設の維持管理が主な事業となっているが、その中でもマンホールポンプ場
及び処理場の機械設備及び電気設備の老朽化に伴う更新工事が必要で、多額の
費用を要することから、農林水産省の補助金を受けながら改築更新を行う。
・維持管理については、昨年から３年間の長期契約を行っている。
・公共桝や蓋の老朽化も進んでおり、交換も必要な時期に来ている。
・現在、公共下水道事業で汚泥処理の共同化を行っているが、国から示されて
いる方向性のもと更なる効率化を目指し、隣接市村との施設の広域化及び処理
区域の広域化について検討する。
なお、本年度に農業集落排水事業の乙処理区及び黒川処理区を公共下水道事業
に接続する検討を行うが、結果によっては令和４年度から施設の共同化及び処
理区域の広域化に向けて動いていく。

施設の共同化広域化、窓口業務等の包括的民間
委託の導入など、経費削減となる取組みについ
て検討する。

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ◎ ◎ ◎
達成度

評価の理由

目標値には届いていないが、ここ４年間の実績の中では高い水準で
あることから、達成と判定した。

事業の課題
農業集落排水事業と公共下水道事業を併せた施設の包括的民間委託を考えてい
るが、農業集落排水事業の施設の維持管理が胎内市合理化事業計画の中で具体
的代替業務の提供と位置づけられており、それを外すことが必要である。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

財源「その他」 内訳 下水道使用料ほか

事業費の
主な支出内容

施設維持管理委託料：41,075千円
動力費：32,355千円
工事費（処理場・管渠）：139,245千円

二次評価委員会所見

課題解決に向けた今後の取組

目標 706千㎥／年 712千㎥／年 732千㎥／年 730千㎥／年 730千㎥／年

実績

名称 有収水量 有収水量 有収水量 有収水量

737千㎥／年

③ ③

指標値の状況

改革の実施状況（平成29年度～）

・汚泥処理については、中条浄化センターまで持ち込んで処理を行っており、
施設の維持管理委託とともに３年の長期継続契約により民間委託を行ってい
る。

令和2年度 令和3年度

71.50% 74.56% 75.51%

平成29年度 平成30年度

98,896 103,647 86,371 0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

136.37%

令和元年度

42,760 69,000 48,000

188,646

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋委託＋補助・負担

休廃止

目標比

72.8%実績 71.3%

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

732千㎥／年 706千㎥／年 712千㎥／年

産
出
指
標

有収水量

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

100.3% 100.7%

成
果
指
標

名称

接続率
（接続数/
接続可能数）
公共桝ﾍﾞｰｽ

接続率
（接続数/
接続可能数）
公共桝ﾍﾞｰｽ

接続率
（接続数/
接続可能数）
公共桝ﾍﾞｰｽ

接続率
（接続数/
接続可能数）
公共桝ﾍﾞｰｽ

接続率
（接続数/
接続可能数）
公共桝ﾍﾞｰｽ

目標 71.1%

100.8% 99.4%

72.2%

71.3% 72.2% 72.6% 73.0%

71.8%

令和2年度 令和3年度

総事業費＋人件費

正(h) 368 355 349 340 340

0

0

人件費（千円）

184,431 249,079

0

0 0 101,779

0 0

主な
実施内容

・処理場の維持管理
・管渠の維持管理
・管渠工事
・施設の更新工事
・公共桝設置工事

令和2年度 令和3年度

43,750 9,850

54,400

117,982

事業コード 420331

事務事業名 維持管理事業〔農業集落排水事業会計〕
担当課 上下水道課

施　策 18 生活環境
きれいで安全な水環境の再生

維持管理事業

基本政策 4 生活基盤
事業

コード

生活環境
予算
科目

担当係 下水道係 担当者

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

0 0 0

117,597 184,431 249,079 220,382

188,646 117,597

農業集落排水処理場（乙・黒川・鼓岡・大長谷地区）及び中継マン
ホールポンプ場の維持管理を行い、生活環境の保全と公共用水域の
水質保全を図る。
令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用した。

H29-R1　収益的収支比率（総収益÷(総費用＋地方債償還金)×100）
R2- 　　経常収支比率（経常収益÷経常費用×100）

会計年度
任用(h)

0 0 0

46,000 4,100 55,300 78,300

事業年度 令和２年度 会計区分 農業集落排水事業会計

胎内市農業集落排水事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

土地改良法　第57条の4第1項

法令による義務付け 義務 関連条例 胎内市農業集落排水処理施設条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和3年度平成30年度 令和元年度 令和2年度

達成度

平成29年度

事務区分

事業の
目的・概要
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二次評価委員会所見

財源「その他」 内訳
共同墓地使用料　2,452千円、メガソーラ施設用地貸付料　2,499
千円
（※環境整備事業（省エネルギー対策）を事業費に含む）

事業費の
主な支出内容

環境パトロール及び不法投棄物回収等業務委託料　4,917千円
側溝清掃作業業務委託料　　　　　　　　　　　　3,898千円
環境基本計画策定支援業務委託料　　　　　　　　2,101千円
（※環境整備事業（省エネルギー対策）を事業費に含む）

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

○ ○ ○ ○
達成度

評価の理由

不法投棄による苦情件数は年々減少している。

事業の課題
道路、川、林地、空き地及びごみステーションに空き缶等のポイ捨てや大型家
電及びタイヤ等の処理困難物の不法投棄が見受けられる。警察と連携してはい
るが、行為者の特定までには至ってはいない。多く不法投棄される場所等を統
計、調査が必要であり、それにより対策を今後検討していくことが課題であ
る。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

- -

成
果
指
標

名称
不法投棄苦
情件数

不法投棄苦
情件数

不法投棄苦
情件数

不法投棄苦
情件数

不法投棄苦
情件数

目標 100件

- -

78件

90件 80件 80件 80件

目標比

実績 109件 97件 85件

環境保全活
動（ごみ拾
い）参加延
人数

目標 5,000人 5,000人 5,000人 5,000人 5,000人

実績

名称

環境保全活
動（ごみ拾
い）参加延
人数

環境保全活
動（ごみ拾
い）参加延
人数

環境保全活
動（ごみ拾
い）参加延
人数

環境保全活
動（ごみ拾
い）参加延
人数

8,611人 7,437人 7,082人 8,770人

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

③ ③③ ③

　不法投棄は自然環境や周辺の景観を損なうだけでなく、将来に渡り地下水汚
染や悪臭などの環境問題を発生させる恐れがあり、原状回復には多大な費用が
かかる場合がある。また、原因者は市外からの者である可能性もあり、広域的
な不法投棄防止対策を継続的に行わなければならない。継続的に県、警察及び
ボランティア団体等と連携を取りながら不法投棄撲滅に向けた取り組みを実施
していく。

今後の方向性

令和3年度

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

14,578 13,632 11,621 14,726

会計年度
任用(h)

0 0 0

375 0 0

総事業費＋人件費

正(h)

0 0 0

690 0 0 0

13,888 13,632 11,621 10,592 8,479

0 0

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0 0 0

13,888 13,632 11,621 14,726 13,470総事業費（千円）

主な
実施内容

0 4,134 4,991

令和3年度

事業コード 420410

事務事業名 環境整備事業（不法投棄防止対策）
担当課 市民生活課

衛生費

施　策 18 生活環境
環境美化活動の推進 保健衛生費

環境整備事業（不法投棄防止対策） 環境衛生費

基本政策 4 生活基盤
事業

コード

生活環境
予算
科目

担当係 生活環境係 担当者

法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度

改革の実施状況（平成29年度～）

・不法投棄をされやすい所を重点的に環境パトロールをすることにより、不法
投棄の件数及び量は減ってきている。
・不法投棄を発見した場合、警察と連携することにより、原因者を特定するこ
とに努めている。令和元年度は、２件の原因者を特定することができ、原因者
にゴミの撤去をさせることに成功している。
・住みよい郷土づくり協議会と連携することにより、毎年海岸の清掃パトロー
ルや環境美化活動(ゴミ拾い)を行っている。令和2年度は、コロナウイルス感
染防止対策により中止した。

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業年度 令和２年度 会計区分 一般会計

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

胎内市廃棄物の処理及び清掃に関する条例 関連計画

実施方法 市が直接実施＋委託

事業の取組状況

・環境パトロール及び不法投棄物回収（不法投棄回収量30,490ｋ
g）
・市民向け啓発用市報の掲載
・住みよい郷土づくり協議会との協働（不法投棄防止看板の作成、
クリーン作戦、パトロールなど）
・ボランティアによるごみ拾い用ごみ袋の提供

達成度

事業の
目的・概要

生活環境及び公衆衛生の向上のため、不法投棄防止対策を行う。 平成29年度

事務区分
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課題解決に向けた今後の取組

改革の実施状況（平成29年度～）

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

○ ○ ◎ ◎
達成度

評価の理由

達成している。

事業の課題
国の表明した2050年に温室効果ガスの排出量を実質ゼロにする取組みには、市
民や事業所の協力が不可欠であり、省エネ行動等の情報の共有と啓発が必要と
なる。
緑のカーテンづくりの事業については実施結果の検証を行い、今後の事業とし
て活かしていく必要がある。

平成29年度 平成30年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業の
目的・概要

事業費の
主な支出内容

環境整備事業（不法投棄防止対策）に事業費を含む

0 0 0

0 0

省エネルギー対策と推進を図るため胎内市地球温暖化防止実行計画
に基づく対策を行う。

 自然エネルギーの活用による地球温暖化対策を推進し、住宅用太陽光発電の
有益性を浸透させることを目的に、平成２３年度より住宅用太陽光発電システ
ムの補助を行っていましたが、当初の目的が達成されたことから平成３０年度
を持って廃止しました。
　令和元年度より、地球温暖化防止対策の一環として緑のカーテンづくりの環
境事業を実施し、高齢者世帯に対しゴーヤ苗を配布し、夏の熱中症対策や省エ
ネに対する関心を高め、市民への環境に対する啓発とともに低炭素社会実現に
向けた取組をした。

0 0

財源「その他」 内訳 環境整備事業（不法投棄防止対策）に事業費を含む

事業年度 令和２年度 会計区分 一般会計

胎内市省エネルギービジョン、胎内市環境基本計画、第２次胎内市地球温暖化防止実行計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例 胎内市環境基本条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

0 0 0 0

担当係 生活環境係 担当者

平成29年度 平成30年度 令和元年度

主な
実施内容

●省エネルギー対策として
・市民のエネルギーの使い方を省エネ型に変えるべく、情報提供や
広報等により、ライフスタイルの変革を促す。
・省エネ型商品の普及へ啓発活動。
　省エネルギー対策とCO2排出削減について、各種の取組を推進す
るにあたり、市民と事業者が協力して総合的な計画を策定するた
め、胎内市地域省エネルギービジョンを推進する。

令和2年度 令和3年度平成29年度 平成30年度 令和元年度

令和元年度

0人件費（千円）

衛生費

施　策 18 生活環境
環境美化活動の推進 保健衛生費

環境整備事業（不法投棄防止対策） 環境衛生費

基本政策 4 生活基盤
事業

コード

生活環境
予算
科目

実施方法 市が直接実施

事業コード 420410

事務事業名 環境整備事業（省エネルギー対策）
担当課 市民生活課

0

事業の取組状況 達成度

平成29年度

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

123施設 122施設

事務区分

会計年度
任用(h)

総事業費＋人件費

正(h)

令和2年度 令和3年度

指標値の状況

成
果
指
標

名称
公共施設年
間CO2排出量

公共施設年
間CO2排出量

産
出
指
標

公共施設省
エネ取組み
施設

目標 125施設 125施設 125施設 125施設 125施設

実績

名称
公共施設省
エネ取組み
施設

公共施設省
エネ取組み
施設

公共施設省
エネ取組み
施設

公共施設省
エネ取組み
施設

113施設 115施設

-

8,700t-CO2

- - -

6,443t-CO2

8,500t-CO2 8,163t-CO2 8,080t-CO2 7,966t-CO2

8,800t-CO2

-

公共施設年
間ＣＯ２排
出量

公共施設年
間ＣＯ２排
出量

公共施設年
間ＣＯ２排
出量

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

目標比

7,988t-CO2実績 8,907t-CO2

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

二次評価委員会所見

市民協働のもと、緑のカーテン等の身近な省エネにつながる行動の情報提供や
ゴーヤ苗の配布活動等を行い、市民等の省エネ・地球温暖化に関する意識高揚
を図っていく。
地球温暖化防止の意識高揚を図ることをはじめ、身近なところから省エネの取
組みが実践されるべく、市民協働の仕組みづくりを検討しなければならない。

令和元年度 令和2年度 令和3年度

② ③
今後の方向性

令和2年度 令和3年度平成29年度 平成30年度

③ ②
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１ ４
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⑥

⑦

二次評価委員会所見

財源「その他」 内訳
畜犬登録手数料　820千円　　　墓地管理料  210千円
（※一般経費環境衛生（狂犬病予防）を事業費に含む）

事業費の
主な支出内容

公衆トイレ清掃管理委託料　　　638千円
狂犬病予防関係事務委託料　　　 52千円
畜犬登録鑑札等消耗品費　　　　257千円
（※一般経費環境衛生（狂犬病予防）を事業費に含む）

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ○ ○ ○
達成度

評価の理由

船戸霊園利用率の目標数値は、概ね達成できた。

事業の課題
3種類の区画の内、面積の広い区画が利用されていなく、更なる利用促進を図
る必要がある。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

106.6% 102.0%

成
果
指
標

名称
船戸霊園利
用率

船戸霊園利
用率

船戸霊園利
用許可率

船戸霊園利
用許可率

船戸霊園利
用許可率

目標 70%

99.5% 94.3% 0.0%

82.0%

75% 82% 87% 93%

目標比

実績 74.60% 76.50% 81.6%

市営船戸霊
園墓地設置
数

目標 256区画 256区画 256区画 256区画 256区画

実績

名称
市営船戸霊
園墓地設置
数

市営船戸霊
園墓地設置
数

市営船戸霊
園墓地設置
数

市営船戸霊
園墓地設置
数

256区画 256区画 256区画 256区画

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

③ ③③ ③

　船戸霊園の使用許可者全員から管理料を徴収することとした。このことを踏
まえて、霊園の維持管理については、今まで以上に管理を徹底し霊園内の環境
を整える。
　管理料の徴収方法については、これまでは納付書での自主納付から、口座引
き落としの徴収方法に変更する。(R3年度～）

今後の方向性

令和3年度

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

14,656 1,213 1,933 2,222

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

300 300 300

総事業費＋人件費

正(h)

0 0 0 0

0 0 0 0

13,782 384 1,095 1,176 1,995

300

874 829

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0 0 0 0

14,656 1,213 1,933 2,222 3,077総事業費（千円）

主な
実施内容

838 1,046 1,082

令和3年度

事業コード 420411

事務事業名 一般経費環境衛生（市営船戸霊園）
担当課 市民生活課

衛生費

施　策 18 生活環境
環境美化活動の推進 保健衛生費

一般経費環境衛生（市営船戸霊園） 環境衛生費

基本政策 4 生活基盤
事業

コード

生活環境
予算
科目

担当係 生活環境係 担当者

法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度

改革の実施状況（平成29年度～）

　毎年管理料を納付書で徴収しているが、口座引き落としにしてほしいとの要
望が多いことから、口座引き落としとする準備を進め、令和3年度より開始予
定である。

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業年度 令和２年度 会計区分 一般会計

墓地、埋葬等に関する法律

胎内市霊園条例 関連計画

実施方法 市が直接実施

事業の取組状況

●船戸霊園内維持管理業務
　年2回の草刈、定期的にパトロールを行った。
●墓地使用許可業務
　令和2年度は9件の申請があった。
●使用料及び管理料の徴収業務
　令和2年度は使用料1,576千円と墓地管理料210千円の徴収を行っ
た。(※管理費は、R2年度から共有場所の維持管理を行うため、許
可者全員に管理料の納入をお願いした）

達成度

事業の
目的・概要

市営船戸霊園の維持管理及び使用の届出、許可事務及び使用料徴収
事務を行う。

平成29年度

事務区分
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③ ③
今後の方向性

　狂犬病予防注射により、狂犬病の発生を防ぎそのまん延を防止し及び撲滅を
図っているが、理由なき未接種の畜犬が存在していることから、督促ハガキ等
により接種率の向上を図る。動物を飼う場合の義務やマナー及び犬を飼う場合
の法制度や狂犬病予防注射の必要性について周知していく。
　接種率の低下については、登録犬の死亡の未届出や予防接種猶予の未連絡が
あるため、未接種犬の飼い主への連絡を行い、登録台帳の整理等を確実に実施
していく。

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ○ ○ ○
達成度

評価の理由

予防注射未接種の飼い主に対して電話や督促ハガキ等で通知し、接
種を促したことにより概ね達成できた。
接種率が増えない要因の一つは、犬の高齢化が進み、注射猶予頭数
が増えたことによものと思われる。

事業の課題
飼い犬の異動（転出等）や死亡があっても、届出のない事例が多くある。狂犬
病予防接種の通知又は督促状の通知により、届出が必要であることを理解され
るため、畜犬登録台帳の整理が遅延する。犬の飼主に対し、異動や死亡した場
合の届出が必要であることを周知徹底することが課題である。また、狂犬病予
防注射を受けることの必要性を感じていない飼い主がいることから、法制度及
び狂犬病予防注射の必要性について周知することが課題である。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

財源「その他」 内訳 一般経費環境衛生（市営船戸霊園）に事業費を含む

事業費の
主な支出内容

一般経費環境衛生（市営船戸霊園）に事業費を含む

二次評価委員会所見

課題解決に向けた今後の取組

目標 1,360頭 1,300頭 1,200頭 1,200頭 1,200頭

実績

名称
犬の登録頭
数

犬の登録頭
数

犬の登録頭
数

犬の登録頭
数

1,234頭

③ ③

指標値の状況

改革の実施状況（平成29年度～）

予防注射未接種の飼い主に対して、犬の死亡確認や督促ハガキ等の通知をし
て、登録台帳を整理した。

令和2年度 令和3年度平成29年度 平成30年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度

令和元年度

0

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋委託

休廃止

目標比

91.7%実績 93%

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

1,180頭 1,132頭 1,140頭

産
出
指
標

犬の登録頭
数

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

100.0% 96.8%

成
果
指
標

名称
狂犬病予防
接種率

狂犬病予防
接種率

狂犬病予防
接種率

狂犬病予防
接種率

狂犬病予防
接種率

目標 93%

96.5% 94.4% 0.0%

89.7%

95% 95% 95% 95%

92%

令和2年度 令和3年度

総事業費＋人件費

正(h)

0人件費（千円）

0 0

主な
実施内容

狂犬病予防集合注射
・登録されている飼い主に集合予防注射の日程等をハガキや市報で
周知し、集合注射会場で接種する。
犬猫の引き取り
・迷ったり捨てられた犬・猫を下越動物保護管理センターまで送致
して、抑留したことを公示する。

令和2年度 令和3年度

事業コード 420411

事務事業名 一般経費環境衛生（狂犬病予防）
担当課 市民生活課

衛生費

施　策 18 生活環境
環境美化活動の推進 保健衛生費

一般経費環境衛生（市営船戸霊園） 環境衛生費

基本政策 4 生活基盤
事業

コード

生活環境
予算
科目

担当係 生活環境係 担当者

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

0 0 0

0 0 0 0

0 0

　生活環境の保持を図るため、狂犬病予防注射・犬・猫の引取りを
実施する。
　狂犬病予防については、狂犬病の発生を防ぎそのまん延を防止
し、及びこれを撲滅することにより公衆衛生の向上及び公共の環境
衛生の保持を図る。

会計年度
任用(h)

0 0 0

事業年度 令和２年度 会計区分 一般会計

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

狂犬病予防法・動物の愛護及び管理に関する法律

法令による義務付け 義務 関連条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和3年度平成30年度 令和元年度 令和2年度

達成度

平成29年度

事務区分

事業の
目的・概要


